
自治労県職
自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自

治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治

労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労

県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県

職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職

自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自

治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治

労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労

県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県

職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職

自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自

治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職治労県職自治労県職自治労

県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県

職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職

自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自治労県職自

あってもとりにくい実態を改善すべきである。

【組合員から】現在、幼児２人の子育て中であるが子どもが小

学生になると部分休業が終了する。先輩の皆さんは父母等の協

力を得てきたとの話もあるが、核家族ではその援助も受けられ

ない。今後、このような事情の職員が増えていくと考えられ、

仕事が続けられるかの瀬戸際に陥る。全国一律の制度と言われ

るが、静岡県では小学校３年生まで拡大され利用者も増えてい

ると聞く。県としても独自の対応をぜひしてもらいたい。

【部長】切実な状況は伺った。現在、時差出勤制度の試行を

１０月に行ったところであるが、試行結果を踏まえながら、よ

り柔軟な勤務時間制度導入に向けて検討を進めたい。

働き方改革で改善が実感できるよう現場の声に応えるべき
【組合】働き方改革や健康経営の推進の中で、長時間労働の是

正や職員の健康と命に焦点が当てられるようになったことは良

とするが、浮き彫りになってきた課題もある。人事委員会のア

ンケート結果からも「業務量に見合った人員配置の必要」等へ

の回答が多くを占めている。人員増等の課題にしっかりと向き

滋賀県地公労共闘会議（自治労県職・滋賀県教組）は、１１月

８日、第２回賃金確定交渉（総務部長交渉）を実施しました。

交渉では先ず、基本要求である月例給・一時金引上げによる改

善を求めました。これに対して江島総務部長は、人事委員会勧告

の尊重を基本としつつも「もうしばらく時間がほしい」との回答

に止まりました。また、中堅・ベテラン層職員の改善、通勤手当

の高速道路利用等の要件緩和等の賃金要求についても人事委員会

勧告がないことを繰り返すばかりでした。

働き方改革では、仕事量が減らない中、勤務時間内での業務処

理を求めるあまり、現場を回す力量や技術継承の質が落ちている

のではないかと危惧する声も出され、人員増も含めた改善の必要

性を訴えました。育児と仕事との両立では、「小１の壁」に直面

した育児当事者の組合員から切迫した問題提起がありました。人

事評価制度では、職員間の格差を示すデータを引出し「検証」へ

の第一歩とすることができました。引き続き１１月１５日の第３

回確定交渉で前進を目指します。ご協力をお願いします。

【総務部長交渉の主なやりとり】

職員の士気の向上へ 人勧実施の早期回答が必要
【組合】この５年間給与・一時金の改定が続き、１１年連続の

カットを経てようやく回復基調となってきた。今回の勧告は

改定率も低く改善を実感できる水準には至っていないが、少

なくとも人勧の実施は基本である。早期に実施を表明するこ

とが、職員の頑張りに応えることにつながる。次回交渉でし

っかり回答してほしい。

収支不足が１０００億円を超えるという財政事情が背景とし

てあるのなら、組合員が不安感を抱くところである。過去の

負の歴史を繰り返すような人件費転嫁はすべきでない。

【部長】今年度の勧告の内容は、月例給・ボーナスともに６年

連続の引上げとなっている。現在、今後の財源的な対応につ

いて、慎重な検討が必要と認識している。これまでどおり人

事委員会勧告を尊重する立場に変わりはないが、勧告の実施

についてはもう少し時間を頂きたい。

「小１の壁」突破へ 組合員から切実な声届ける
【組合】ワークライフバランスの上で、育児と仕事の両立支援

を強化していく必要がある。特に「小１の壁」を突破するた

め部分休業等での独自の改善策を講じるべきである。また、

育児休業等での代替職員の確保が困難になっており、制度が
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｢人勧実施｣の要求に「もうしばらく時間を」
｢小１の壁｣突破を当事者の切実な声で訴える
｢働き方改革｣の実態で、現場から危惧の声
人事評価 結果の実態が示され、｢検証｣の第一歩に
高速道路等利用の実態や事情には理解を示す

第３回賃金確定交渉（総務部長交渉）の日程
１１月１５日（金）13:00－14:30（集合12:00）

場所：大津合同庁舎７ｃ会議室

災害ボランティア参加者募集
と き：１１月１６日～１７日

※１６日１７時頃、草津市内から出発

支援先：長野市内の被災地

宿 泊：組合手配のホテル（個室）
内 容：長野市ボランティアセンターの依頼に基づく作業

申込み：１１月１４日までに書記局へ((077-528-4790)

経 費：交通費・宿泊費は組合が負担します
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第2回賃金確定交渉（総務部長交渉）



合い対応しなければ、職場は板挟みの状態で仕事をしていく

ことになる。現場の声を反映すべきだ。

【組合員から】働き方改革の意義は認めるが、懸念もある。工

事関係の業務をしているが、時間内で業務を終わらせるため、

現場に行くこと自体が少なくなりがちで、それによる技術力

の低下や業務の質で後退している懸念がある。技術の向上や

県民に役立つ仕事をしていくという思いに応えられるよう条

件整備をして欲しい。

【部長】現場の実態から指摘を頂いた。アンケートについても

真摯に受け止めているところである。人員体制については、

重点的な人員配置に努めるとともに、年度途中の応援体制の

構築などの繁閑調整の工夫もお願いしているところである。

この３年間の人事評価のデータから客観的な検証と議論へ
【組合】この３年間で「特に優秀」「優秀」が連続した者はど

の程度を占めているのか。逆に「標準」が連続している者は

どの程度なのか示されたい。

【部長】過去３回の勤勉手当の成績率において、「特に優秀」

と「優秀」が連続している者は、約２５０人で、「標準」が続

いている者は、１５００人程度である。いずれも全体は

約３５００名。

【組合】人事評価制度については、本格導入されて３年が経過

している。組合員のアンケートを通じても不公平感や負担感

も含めて課題の声をきく。昨年度の確定交渉では総務部長か

ら評価者による偏りなどでの検証の必要性についても言及さ

れた。「格差を設けことを目的としない」との確認事項の視

点から、今回のデータで特定な人に偏りすぎたり、光があた

らない者が半数存在する事態をどう考えるのか。これらを基

にさらに検証と議論を深めてもらいたい。

高速道路等利用の要件緩和、実態や事情は理解へ
【組合】通勤手当の高速道路等利用の場合の要件緩和を求め

ている。異動が伴わなければ自宅が遠隔地となっても支給対

象にならないことは不公平であり不合理である。介護だけで

なく、育児や結婚も介護と同様に遠距離通勤を生じさせる場

合があり、退職すら考えざるをえない職員もいる。ワークラ

イフバランスの上からも早急に改善していくべきである。

【部長】事情については、聞かせて頂いた。しかしながら、

人事委員会からの勧告もないので改定は困難と考えている。

地域手当の見直しと給与水準の確保
【組合】人事委員会の勧告・報告の中で言及されたが、我々

は当初から給与水準の維持を求めて人事委員会とも県当局と

も議論してきており、今回も、地域手当と給料の割振りの問

題と整理するなら、給与水準の確保が大前提である。

自治労県職病院労組第９回定期大会を開催
安心し働き続けられる病院職場めざし方針確認

台風１９号災害は、発生から１月余り経過しましたが、被害は広範囲にわたり、深刻な状態は続

いています。自治労県職は、災害発生以降、緊急募金の取り組みを行い

ました。急な取り組みにも関わらず、多くの皆さんが募金にご協力頂き、

第１次分として４５万５５００円の募金が集約されました。

ご協力頂いた皆さんへ心から感謝致します。集約しました募金につい

ては、日本赤十字社滋賀県支部および自治労本部（窓口：滋賀県本部）

に１１月７日に届けました。まだ、取り組み中の職場もあります。引き

続き募金は継続しますのでよろしくお願いします。

台風１９号災害救援募金､ご協力に感謝
４５万５５００円(第１次分)を寄付
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を目指して病院組合員一丸となって運動を強めていきたい」と

あいさつ。次いで執行部より、活動の経過報告と今年度の運動

方針案について提案があり、給与・一時金・諸手当の改善、人

員増や昇任格差の是正等、長時間労働の是正やサービス残業の

根絶などを求めていくこととし、組合員からは「中途採用者の

格差是正」「病院赤字の原因と責任」「多忙な職場の人員改善」

「育児等での欠員補充」などの課題で意見がだされ、その後、

運動方針を満場一致で採択しました。

１１月７日守山職員会館に

おいて、自治労病院労組の第

９回定期大会を開催しました。

大会には、総合病院、小児保

健医療センター、精神医療セ

ンターの各職場からの職場代

表が参加しました。

冒頭に、執行部を代表して森井執行委員長は、「病院職場には

多くの課題が山積しているが、安心し働き続けられる病院職場

病院事業庁と会計年度任用職員制度で交渉(11月5日)
自治労病院労組は１

１月５日、「会計年度

任用職員制度」で病院

事業庁と「再交渉」を

実施しました。今回の

交渉は、前回(7月25日)

の交渉で継続課題とな

ったボーナスの支給率や５年経過後の雇用問題等を中心にやりと

りしました。病院事業庁の八里次長から、①期末手当の支給月

数は年間２.６月分、②初任給調整手当の内容、③給与の特別な

事情のある職についての年収の維持、④５年経過後の雇用保障

(非公募)は、来年度以降の継続交渉課題、⑤勤務パターンは前

回(7/25)の提案で開始とする等の回答がありました。

組合は来年度以降も、雇用保障を含めて正規職員との｢同一労

働同一賃金｣の観点から交渉を継続していくことを宣言して交渉

を終えました。


